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　そして、 常設国際司法裁判所 （Permanent Court of International Justice、 






















「広範な裁量」は認められるが、国際司法裁判所（International Court of 


































































































































































　Dyestuff 事件では、当時の欧州共同体域内にある ６ 社と共同体外にある










　これを不服としたイギリス ICI 社（Imperial Chemical Industries Ltd）





economic entity doctrine、単一経済体理論、single economic entity とも
いう）。それに加えて、委員会は、他法域企業の行為の共同体内の競争に対
する効果を管轄権根拠として認識するのもあり得ると主張した。








に、EC が一つの国のような権能を有している（“the Community has quite 
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単に反競争行為の「帰責性（liability）」の要件として認定した。ECJ は、
「共同体内の子会社に対する支配力を運用することにより、上告人（ICI 社）
が自身の決定を共同市場に実行させることを確保できる（“able to ensure 


























































属地主義と1971年 ICJ の Concerning Legal Consequences for States of the 




根拠として、非 EC 加盟国のイギリスは EC 条約85条に拘束されるものでは
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こと等）などを重視していなかったため、これらの批判が存在するにもかか
わらず、ECJ はその後のいくつかの事件（たとえば、Continental Can 事
件
（55）

























共同市場に及ぼした効果は実際的かつ意図的（“not only substantial but 
intended”） なものであり、 協定とその実行 （“agreements and practices”）




　（ 2 ）Darmon 法務官の意見










　（ ３ ）ECJ の判決
　ECJ は、具体的に言えば、ECJ は、客観的属地主義を援用して共同行為
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に EC 域内の購買者で行うことと販売行為が EC 域内の購買者で行うことを












　もう一つの重要なところは、ECJ の Woodpulp 判決は、効果理論を否定
するものではないということである。ECJ は確かに欧州委員会が適用した
効果理論のテストを適用しなかったが、EC 領域内の競争を制限する意図ま
















































格提案の形で参加したアメリカの事業者団体 KEA に対し、KEA が直接的
































　（ ５ ）Woodpulp 事件と国際礼譲
　本判決において ECJ は、上告各事業者の制裁金を課すことは国際礼譲の





　ECJ は Woodpulp 事件において国際礼譲を検討しなかったが、欧州委







体の根本的な利益（the fundamental interest of the Community）に勝る
ものでなければならない」とした。また、「自国法の要求に反する行為を採
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である。Lonrho 社は当時 EU 加盟国ではなかったイギリスの企業であり、
同社のプラチナ事業は南アフリカにある子会社 Lonrho Platinum Division
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　Gencor 社と Lonrho 社の生産・精製業務はすべて南アフリカで行われて












同規則の第 １ 条 １ 項が、当該規則がすべての共同体規模の結合に（“……
this Regulation shall apply to all concentrations with a Community di-
mension”）適用されるとしており、第 １ 条 2 項が「共同体規模」について、
①すべての関係事業者（undertakings concerned）の全世界の総売上を合
算した（combined）額が50億ユーロ超であり、かつ、②関係事業者の中に








　欧州委員会の決定に不服した Gencor 社は、当時の欧州第 １ 審裁判所（the 
Court of First Instance、以下 CFI という。なお、CFI は2009年リスボン
条約の発効により普通裁判所（General Court、以下 GC という）になって
いる）に欧州委員会決定に対する取り消し訴訟を提起した。
　（ 2 ）CFI の判決
　CFI は、欧州委員会の決定を支持した。











効果が即時的（原文は direct ではなく immediate）、実質的かつ予見可能的
な場合、EU 企業結合規則を本件結合に適用することが国際公法上正当化で







社と合併した後の Gencor・Lonrho 社傘下の Implats 社が一時的に複占態
勢（duoplay）になることである。これについて、CFI は、当該結合が即時
に（immediately）独占的な地位を濫用することをもたらす可能性が低いと


















　（ ３ ）Gencor 事件の効果理論適用をめぐる検討
























Gencor 判決が米 FTAIA 法と共通的な解釈を採っていると考える。
　注意すべきなのは、判決において、CFI はまず前節で述べた Woodpulp




れに加えて、CFI は本件結合が EC 域内に「即時的、実質的かつ合理的に予















。たとえば、Gencor 事件の場合、「実質的」基準に EU 企業結合規則第







































影響概念についてのガイドライン」（Guidelines on the effect on trade 




は効果を生じさせれば（implemented inside the Community,or produce 

















て、韓国及び台湾の液晶パネル製造業者 ６ 社に対し、2010年に総額 ６ 億4892
万5000ユーロの制裁金を賦課した。その内、総額 ３ 億ユーロという最大規模












。これに対し、ECJ は GC の欧州委員会の決定を支持した判決を支持し、
InnoLux 社の上告を棄却した。
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（Guidelines on the method of setting fines imposed pursuant to Article 













































































　 １ ．直接販売（direct sales）：最終製品について、EEA 領域内にある独
立第三者に対する販売（Sales of products to independent third parties）、
　 2 ．変形された商品に通じる直接販売（direct sales through transformed 
products）：部品が違反行為者の企業グループ内で販売された後、グルー
プ内の企業が部品を最終製品に組み込み、EEA 領域内にある独立の第三
者に販売した部分。それは、前述した内部販売（Internal sales ／ Captive 
sales）に該当するものである、
　 ３ ．間接販売（indirect sales）：部品が EEA 領域外の独立の第三者に販
売された後、当該独立第三者が部品を最終製品に組み込んで EEA 領域内に
販売した部分。
　欧州委員会は、カテゴリ １ だけでなく、カテゴリ 2 （内部販売）も EU に




















　（ ３ ）InnoLux 社の上告
　InnoLux 社は欧州委員会決定による制裁金の額に不服したため、GC に提







で EEA 領域内の LCD パネル市場の競争に影響を及ぼすことができなく、
内部販売と独立第三者による販売を区別すべきではないという。
　InnoLux 社の主張では、もう一つ注意すべきところがある。それは、
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　（ ４ ）Wathelet 法務官の意見










部品の EEA 領域外の販売について、InnoLux 社が EEA 領域外の販売行為
により他法域の競争当局に処罰される可能性があるため、二重処罰の回避を
考慮すべきであると指摘している。
　（ ５ ）ECJ の判決




















　InnoLux 事件自体が EU 競争法により規制すること、すなわち本件 EU
競争法の域外適用の根拠は争点となっていない。ECJ から見れば、本件の
販売行為の中に、少なくともカルテル対象部品としての液晶パネルが直接























































　①必要な CPU の全量又はほぼ全量を Intel から購入することを条件とし
て、 コンピュータ・サーバーメーカー ４ 社 （Dell、 HP、 NEC 及び Lenovo）
にリベートを供与していた。さらに、川下のパソコン小売業者（Media 
Markt）に対し、Intel 製の CPU を搭載しているパソコンのみを販売する
ことを条件として金銭を供与していた（「条件付きリベート」）。








６ 月に、GC に棄却された。Intel は ECJ に控訴した。
　2017年 9 月に、ECJ は、GC が問題となるリベートが競争を制限し得るも
のであったか否かについての検討が行われていないとする理由により、GC
の判決を差し戻すこととした。また、ECJ は Intel が主張した欧州委員会の
管轄権が欠ける主張を棄却した。
　（ 2 ）GC の管轄権根拠に関する判示
　Intel は、欧州委員会が同社の行為が EU に即時的、実質的かつ合理的に
予見可能な効果を与えたことを立証しなかったとした。
　「実行行為」について、Intel は、東アジアにある Acer 社と Lenovo 社
に対するリベート供与行為と制限行為について、ACER と Lenovo 両社の
生産施設が EEA 領域外にあり、両社が EEA 領域内の Intel と AMD から
CPU を購入しておらず、本件の「実行」行為が東アジアで行われたと主張
していた。
　「即時的、 実質的かつ合理的に予見可能な効果」 について、 Intel は、 Acer
と Lenovo に対する販売がアジアで行われたため、 「即時的」 効果が EEA 領
域ではなくアジアにあり、Intel と独立している両社が Intel から購入した
CPU 部品をパソコンに組み込んで EEA 領域に販売したとしても、それが
「即時的」と言えないとした。さらに、Intel は、EEA に対する販売の売上
高が低く、「実質的」要件を満たしなかったと主張した。
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実際（actual）に発生した効果でなくとも効果理論に基づいて EU の管轄権
を国際公法上正当化できるとした。Intel の Acer と Lenovo 社に対するリベ
ート提供と制限行為について、GC はこれが AMD 製 CPU を搭載するパソ




　次に、GC は、Intel 社の Acer と Lenovo 両社に対する行為の効果が「即
時的、実質的かつ予見可能的」なものに該当するか否かを検討した。
　GC は、両社が購入した CPU の数量が低いことを理由として、Intel 社の
行為の効果が「実質的」ではないものと認定することができないとし、欧州





　「即時的」について、GC は、Intel の両社に対する販売が EEA 領域外で
行われても、その反競争効果が EU に対して直ちに即時的ではないものにな
らないとし、Intel の両社に対する競争制限行為により、AMD 製 CPU を搭
載したパソコンの EEA 領域を含む世界市場における販売が減少して EU に
即時的な反競争効果をもたらしたと判示した。











いて Intel の Acer と Lenovo 両社に対する競争制限行為が結局、両社に行













　（ ３ ）Wahl 法務官の意見



















　GC の「実行」行為を Lenovo 社と Acer 社の行為として捉えた判示につ
いて、Wahl 法務官はこれを反対し、両社が Intel と共同して EU 競争法違









ければならないとしながら、本件において Intel の行為の Acer 社と Lenovo
社に対する効果が EU にとって 「仮想的、 不確的かつ実質的ではない （hypo-





ーチが、独立された Intel の行為と両社の EEA 領域内の販売行為を強引に
繋がるものであり、「実質的」な効果がないとされている。また、Wahl 法
務官は、GC が単に Intel の行為が両社の商業決断に影響を及ぼしたことに
基づいて Intel の行為の効果が「即時的、合理的に予見可能的」なものとす
るのが間違っていると批判し、検証すべきなのは Intel 社の行為により EU
領域内の競争に「即時的、合理的に予見可能的」な効果を与えたか否かとし
た。
　結論として、Wahl 法務官は GC が効果理論により本件 EU が管轄権を有
するか否かを検討したことを評価したが、GC の効果理論の運用が間違って
いるとした。















め（for the sake of completeness）に、効果理論以外に実行理論をめぐる
検討をしたのが妥当であるとし、完全性のための議論に対する批判の存在





　（ ５ ）Intel 事件判決の域外適用部分をめぐる検討
　ECJ が GC の判決の域外適用に関する判示を支持したのは、司法におい
てはじめて「効果理論」を正面から認めることとして、高い意義を持ってい
ると考えている。それは、今後、Gencor 事件のような企業結合事件以外の
類型の反競争行為に対し、GC と ECJ が効果理論に基づいて管轄権の行使
を正当化するようになることを意味すると考える。
　したがって、第 2 章で述べた効果理論は企業結合規制のみに正当化できる
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法上、国際カルテル事件を効果理論の適用範囲から排除する根拠は見当たら
ないと考えている。












　したがって、Intel 事件の ECJ 判決は、「効果理論」を企業結合・支配的
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